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Ⅰ 最近の雇用失業情勢（平成 29 年 6 月）〔概要〕 
 

基調判断 「県内の雇用失業情勢は、改善が進んでいる」 

（平成 29 年 5月から） 

１ 有効求人倍率 
 

◎ 平成 29 年 6月の有効求人倍率は、平成以降過去最高の 1.30 倍、 

前月より 0.03 ポイント上昇しました。（近畿 1.46 倍） 

 

○ 有効求人数は、97,821 人で、前月に比べて 2.1%の増加 

○ 有効求職者数は、75,099 人で、前月に比べて 0.2%の減少 

○ 新規求人倍率は、1.89 倍で、前月に比べて 0.11 ポイントの減少 

 

◎職種別の状況（構造的ミスマッチが固定化） 

就職希望者が多い事務職では求人倍率が低調 

人手不足分野における職種では求人倍率が高い   

建設関連 常用 3.96 倍、正社員 3.95 倍 

介護サービス関連 常用 3.28 倍、正社員 2.02 倍 

社会福祉（保育含む） 常用 2.16 倍、正社員 1.80 倍 

自動車運転の職業 常用 2.25 倍、正社員 1.87 倍 

保安の職業 常用 4.70 倍、正社員 3.32 倍 

 

 

２ 正社員等の状況 
 

◎ 平成29年 6月の正社員の有効求人倍率は0.78倍、平成22年 6月以降、 

85 ヶ月連続して前年同月を上回りました。（全国 1.01 倍） 

 
○ 正社員の有効求人数は、38,956 人で、前年同月に比べて 13.8%の増加 

○ 有効求職者のうち常用フルタイムを希望する求職者数は、50,031 人で、前年同月に比

べて 7.8%の減少 

 

◎労働力を確保する上で、非正規から正規への振替の動きがみられ、特に「運輸」が顕著 

である。 

常用 0.33 倍、正社員 0.21 倍 
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《新規求人》

　・6月の新規求人（原数値）は前年同月比 7.0%増となり、21ヶ月連続して前年同月を上回った。

　　　  これを産業別にみると、建設業（8.2%増）、製造業(4.3%増)、運輸業，郵便業（6.7%増)、卸売業，小売業

　　　 （2.2%増）、学術研究，専門・技術サービス業 (22.2%増)、宿泊業，飲食サービス業(8.1%増)、生活関連

　　　  サービス業.娯楽業（5.1%増）、医療，福祉（5.8%増）及びサービス業(17.2%増)は増加した。

《新規求職》

　・ 6月の新規求職（原数値）は前年同月比 1.8%減となり、10ヶ月連続して前年同月を下回った。

    　  このうち、常用求職者の就業・不就業を態様別にみると、在職者（2.7%減)は6ヶ月連続、事業主都合離職者

 　 　(14.0%減） は18ヶ月連続、自己都合離職者(4.6%減)は19ヶ月連続及び無業者 (15.2%減)は 66ヶ月連続して　

　　 減少と なった。

《正社員の有効求人倍率》

　・6月の正社員の有効求人倍率は 0.78倍となり、前年同月を0.15ポイント上回った。

《就職の状況》

　・ 6月のハローワークの紹介による就職件数(全数)は 6,229件で、前年同月比 0.5%減となった。

（注）　年度別の数値は原数値で月別の数値は季節調整値である。平成28年12月以前の数値は、平成29年1月分 公表時に
      新季節調指数により改訂されている。

☆一般職業紹介状況（平成29年6月）
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職　　業　　分　　類 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 充足数 充足率（％）

　A 管理的職業 339 324 1.05 12 13.5

　B 専門的・技術的職業 16,636 10,669 1.56 739 12.7

　　07 開発技術者 652 405 1.61 14 6.0

　　08 製造技術者 311 1,173 0.27 15 13.2

　　09 建築・土木・測量技術者 1,738 496 3.50 35 6.0

　　10 情報処理・通信技術者 807 743 1.09 18 7.3

　　11 その他の技術者 99 59 1.68 5 10.0

　　12 医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 846 255 3.32 14 5.7

　　13 保健師、助産師、看護師 3,924 1,776 2.21 188 15.4

　　14 医療技術者 1,930 541 3.57 51 8.2

　　15 その他の保健医療の職業 824 663 1.24 55 17.3

　　16 社会福祉の専門的職業 4,157 1,926 2.16 246 15.0

　　22 美術家、デザイナー、写真家、映像撮影者 298 716 0.42 12 9.4

　　05、06、17～21、23、24 その他の専門的職業 1,050 1,916 0.55 86 20.7

　Ｃ 事務的職業 7,857 24,058 0.33 1,107 35.1

　　25 一般事務の職業 5,291 20,730 0.26 846 39.7

　　26 会計事務の職業 668 1,194 0.56 85 34.3

　　27 生産関連事務の職業 697 457 1.53 61 20.0

　　28 営業・販売関連事務の職業 840 1,372 0.61 87 26.6

　　29 外勤事務の職業 53 14 3.79 3 15.0

　　30 運輸・郵便事務の職業 178 78 2.28 12 17.4

　　31 事務用機器操作の職業 130 213 0.61 13 23.6

　Ｄ 販売の職業 9,279 6,998 1.33 312 10.7

　　32 商品販売の職業 5,557 4,041 1.38 170 10.0

　　33 販売類似の職業 295 89 3.31 16 20.3

　　34 営業の職業 3,427 2,868 1.19 126 11.2

　Ｅ サービスの職業 20,181 8,461 2.39 876 13.5

　　35 家庭生活支援サービスの職業 178 43 4.14 18 22.0

　　36 介護サービスの職業 8,398 2,563 3.28 268 9.8

　　37 保健医療サービスの職業 1,308 606 2.16 135 31.5

　　38 生活衛生サービスの職業 1,406 604 2.33 40 8.4

　　39 飲食物調理の職業 4,527 1,960 2.31 206 14.8

　　40 接客・給仕の職業 3,258 1,375 2.37 108 10.6

　　41 居住施設・ビル等の管理の職業 331 614 0.54 45 42.9

　　42 その他のサービスの職業 775 696 1.11 56 24.7

　Ｆ 保安の職業 2,470 525 4.70 128 13.3

　Ｇ 農林漁業の職業 400 317 1.26 54 38.6

　H 生産工程の職業 8,493 5,888 1.44 746 24.6

　　49 生産設備制御・監視の職業(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断) 85 120 0.71 13 50.0

　　50 生産設備制御・監視の職業(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断を除く) 216 126 1.71 28 33.3

　　51 生産設備制御・監視の職業(機械組立) 150 94 1.60 5 12.8

　　52 金属材料製造、金属加工金属溶接・溶断の職業 1,991 868 2.29 181 24.1

　　54 製品製造・加工処理の職業(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断を除く) 2,626 1,813 1.45 287 30.4

　　57 機械組立の職業 1,111 1,378 0.81 92 22.3

　　60 機械整備・修理の職業 1,148 424 2.71 50 12.3

　　61 製品検査の職業(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断) 153 62 2.47 17 33.3

　　62 製品検査の職業(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断を除く) 197 132 1.49 25 43.1

　　63 機械検査の職業 266 87 3.06 20 27.0

　　64 生産関連・生産類似の職業 550 784 0.70 28 14.4

　I 輸送・機械運転の職業 4,479 2,444 1.83 357 22.3

　　65 鉄道運転の職業 0 4 0.00 0 -

　　66 自動車運転の職業 3,613 1,607 2.25 273 21.5

　　67 船舶・航空機運転の職業 0 14 0.00 0 -

　　68 その他の運輸の職業 282 367 0.77 35 33.0

　　69 定置・建設機械運転の職業 584 452 1.29 49 21.5

　J 建設・採掘の職業 3,382 854 3.96 121 11.0

　　70 建設躯体工事の職業 594 54 11.00 8 4.4

　　71 建設の職業(建設躯体工事の職業を除く) 1,116 273 4.09 43 12.2

　　72 電気工事の職業 536 256 2.09 18 8.5

　　73 土木の職業 1,132 270 4.19 51 14.4

　　74 採掘の職業 4 1 4.00 1 -

　K 運搬・清掃・包装等の職業 8,226 12,319 0.67 749 25.1

　　75 運搬の職業 2,091 1,704 1.23 210 26.5

　　76 清掃の職業 3,201 1,677 1.91 256 21.9

　　77 包装の職業 329 104 3.16 32 25.0

　　78 その他の運搬・清掃・包装等の職業 2,605 8,834 0.29 251 28.0

　分類不能 0 6,743 0.00 0 -

職　　　業　　　計 81,742 79,600 1.03 5,201 18.4

 参考

Ｉ Ｔ 関連職業合計 2,173 2,093 1.04 79 11.0

福祉関連職業合計 16,104 5,384 2.99 614 11.6

福祉関連職業のうち介護関係 11,031 3,305 3.34 409 11.0
※　数値は原数値

　　　　　　　　常用求人・求職バランスシート【一般及びパートの合計】【平成29年6月】
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※「正社員」とは、パートタイム労働者、派遣労働者、臨時・季節労働者、契約社員、準社員、嘱託等の非正社員以外の者である。

※有効求職者は常用フルタイム有効求職者数。
※数値は原数値

※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数/常用フルタイム有効求職者数

※常用フルタイム有効求職者数にはフルタイムの派遣労働者や契約社員を希望するものも含まれるため、

　　　 厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

　 ☆　正　社　員　等　の　状　況

（人）

28年6月 7月 ８月 ９月 １０月 １１月 １2月 29年１月 2月 3月 4月 5月 6月

11,945 12,402 12,686 12,546 13,253 12,598 11,029 15,256 14,556 12,981 13,532 13,778 13,204

前年同月比 5.5 3.6 12.8 6.6 ▲ 0.6 11.2 9.4 7.9 14.5 9.8 9.9 17.4 10.5

34,217 34,379 35,044 36,032 36,731 36,743 35,313 37,729 39,780 40,879 39,506 38,878 38,956

前年同月比 5.5 7.1 8.4 8.2 5.8 7.4 7.4 10.3 11.4 12.7 13.4 14.5 13.8

54,238 52,533 52,577 51,475 51,218 49,004 45,602 46,757 48,696 51,018 52,035 51,665 50,031

前年同月比 ▲ 9.0 ▲ 9.4 ▲ 7.4 ▲ 8.0 ▲ 9.3 ▲ 8.6 ▲ 8.0 ▲ 6.8 ▲ 8.0 ▲ 8.6 ▲ 8.6 ▲ 7.2 ▲ 7.8

0.63 0.65 0.67 0.70 0.72 0.75 0.77 0.81 0.82 0.80 0.76 0.75 0.78

前年同月差 0.09 0.10 0.10 0.11 0.11 0.11 0.11 0.13 0.15 0.15 0.15 0.14 0.15

新 規 正 社 員 求 人

有 効 正 社 員 求 人

有 効 求 職 者

正社員の有効求人倍率
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Ⅱ 平成２９年３月新規学卒者の就職状況等（概要） 

 

１ 新規高等学校卒業者の状況 

 

◎就職率は９９．３％と、平成２２年３月卒以降７年連続して対前年を

上回っている。         （平成１１年３月卒以降最高値） 

◎求人倍率は２．０４倍と、平成１０年３月卒以来１９年ぶりに２倍を超

えた。             （平成１０年３月卒以降最高値） 

◎県内就職率は７５．５％と、平成２６年３月卒の７８．８％から 

３年連続して減少している。 

                                         ※平成 29年 6月末現在 

 

 

２ 大学・短期大学卒業者の状況 

        

  ◎就職率は、平成２３年に調査を開始してから過去最高値となった。 

 大学等 ９４．４％ （前年同期比０．５ポイント増） 

    （内訳） 

     大  学  ９４．５％ （前年同期比０．５ポイント増） 

     短期大学  ９４．１％ （前年同期比１．１ポイント増） 

                      ※平成 29年 4月 1日現在 

 

  ◎県内企業への就職率（大学）は平成２８年３月卒業生 ２９．８％ 

（兵庫県公表資料） 
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Ⅰ 平成 29年 3月卒業者 

 

 １ 兵庫県内の新規高等学校卒業者の状況 

   就職希望者数が対前年比１．５４％増加し、求人数が同１７．４１％増加したこ

とから、求人倍率は前年を０．２７Ｐ上回り、就職率は過去１８年間で昨年度同様

最高値となった。 
 

平成 29 年 3 月卒業者の状況（6 月末現在） 
 平成 29 年 3 月卒 平成 28 年 3 月卒 増減率 
求 人 数  １２，０９８ １０，３０４ １７．４％ 
就職希望者数 ５，９２４ ５，８３４ １．５％ 
就 職 者 数  ５，８８２ ５，７９２ １．６％ 

  うち県内就職者数 ４，４４０ ４，４５４ ▲０．３１％ 
県内就職率  ７５．５％ ７６．９％ ▲１．４Ｐ 

求 人 倍 率  ２．０４ １．７７ ０．２７ｐ 
就 職 率  ９９．３％ ９９．３％ ０．０ｐ 

 
 
 ２ 兵庫県内の大学・短期大学卒業者の状況 

 

  前年同期と比較して、大学卒業者の就職率は０．５Ｐ、短期大学卒業者の就職率

は１．１Ｐ上回り、総計の就職率は過去５年間で最高値となった。 
   

兵庫労働局独自調査（4 月 1 日現在）、調査対象は、県内の 35 大学、18 短期大学 
 就職希望者数 就職決定者数 未就職者数 就職率 

大  学 ２０，６００ １９，４６０ １，１４０ ９４．５％ 
短期大学 ２，３５９ ２，２２０ １３９ ９４．１％ 
総  計 ２２，９５９ ２１，６８０ １，２７９ ９４．４％ 

 
 
 
Ⅱ 平成 30年 3月卒業予定者 

 １ 平成 30年 3 月新規高等学校卒業者に対する求人受理状況（6月 30 日現在） 

    
   求人数 ９，３５８人（前年同期実績６，９４０人 前年同期比３４．８％増（注）） 

（注）新規高等学校卒業者に対する求人受理開始日が今年度 6 月 20 日から 6 月

1 日に変更され求人受理期間が異なる。 
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 ２ 平成 30年 3 月新規大卒予定者の採用意向調査 

（兵庫労働局独自調査 平成 29 年 4 月実施） 
     県内の雇用保険適用事業所のうち、被保険者数が 200 人以上の約 1,000 社に 

対してアンケート調査票を郵送し、470 社から回答。 
 

採用計画の有無 

採用計画あり    ３３０社（７０．２％） 前年３２５社（７１．３％）  
採用計画なし     ６９社（１４．７％） 前年 ５８社（１２．７％） 
未定         ５６社（１１．９％） 前年 ５７社（１２．５％） 
本社で決定      １３社（ ２．８％）  前年 １５社（ ３．３％） 
回答なし        ２社（  ０．４％） 前年  １社（ ０．２％） 
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（参 考） 

政府における働き方改革の取組について 

 

１ 「働き方改革実行計画」（平成 29年 3 月 28 日に働き方改革実現会議において決定） 

   

＜働き方改革実行計画の主要項目＞  

  ・同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善（法改正） 

  ・賃金引上げと労働生産性向上 

  ・罰則付き時間外労働の上限規制の導入など長時間労働の是正（法改正） 

  ・柔軟な働き方がしやすい環境整備 

  ・女性・若者の人材育成など活躍しやすい環境整備 

  ・病気の治療と仕事の両立 

  ・子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労 

  ・雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・再就職支援 

  ・誰にでもチャンスのある教育環境の整備 

  ・高齢者の就業促進 

  ・外国人材の受入れ 

 ＜計画の実施期間＞ 

  平成 29年度から平成 38年度の 10年間 

 ＜計画の実行＞ 

  ○ 労働界、産業界等は、労働政策審議会において本実行計画を前提にスピード感を持って審議

を行い、政府は関係法律案等を早期に国会に提出する。 

  ○ 働き方改革の実現に向けては、改革のモメンタムを絶やすことなく、長期的かつ継続的に実

行していくことが必要。最も重要な課題をロードマップにおいて示し、重点的に推進する。 

  ○ ロードマップの進捗状況については、継続的に実施状況を調査。 

 

 

２ 生産性向上国民運動推進協議会の開催 

（第 1回：平成 29 年 5 月 24 日開催、第 2回：平成 29 年 6 月 21 日開催） 

 

  サービス業の生産性向上に向けて、小売業、飲食業、宿泊業、介護事業、道路貨物運送業の 5分

野を対象に、分野別に具体的な生産性向上策の指針の策定を検討 

 ＜これまでの協議会での検討内容＞ 

  5 分野の代表企業から取組事例のプレゼンテーションと質疑 

  

 

３ 働き方改革に関する関係省庁連絡会議（局長級）の開催（建設業、自動車運送事業）

（平成 29 年 6 月 29 日 両会議同日開催） 

 

建設業、自動車運送事業の長時間労働の是正に向けて、働き方改革に関する関係省庁連絡会議を

開催 
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２

）
今

後
の

取
組

の
基

本
的

考
え

方

（
３
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に
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に
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を
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３
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仕
事

ぶ
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し
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。
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。
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＜
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→
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。
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＜
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＞
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収
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．
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収
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績
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績
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績
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．
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．
女

性
・
若

者
が

活
躍

し
や

す
い
環
境

整
備

・
結

婚
等

で
退

職
し

た
正

社
員

女
性

の
再

就
職

<
雇

用
形

態
別

>
(正

規
)1

2
%

(非
正

規
)8

8
%

・
退

職
社

員
の

復
職

制
度

が
あ

る
企

業
1
2
%
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＋
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⑭
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１
．
非

正
規

雇
用

の
処

遇
改

善
・
正

社
員

以
外

へ
の

能
力

開
発

機
会

計
画

的
な

O
JT

3
0
.2

%
(正

社
員

5
8
.9

%
)、

O
ff
-
JT

3
6
.6

%
（
正

社
員

7
2
.0

%
)

・
不

本
意

非
正

規
雇

用
労

働
者

2
9
6
万

人
（
1
5
.6

%
）

①
同

一
労

働
同

一
賃

金
の
実

効
性

を
確

保
す
る
法

制
度

と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

整
備

②
非

正
規

雇
用

労
働

者
の
正

社
員

化
な
ど
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

の
推

進

③
企

業
へ

の
賃

上
げ
の

働
き
か

け
や

取
引

条
件

改
善

・
生

産
性

向
上

支
援

な
ど
賃

上
げ
し
や
す
い
環

境
の

整
備

２
．
賃
金
引
上
げ
と
労
働
生

産
性

向
上

・
賃

上
げ

率
2
0
1
0
-
2
0
1
2
年

平
均

1
.7

0
%

→
 

2
0
1
3
年

1
.7

1
%

→
2
0
1
4
年

2
.0

7
%

→
 

2
0
1
5
年

2
.2

0
%

→
2
0
1
6
年

2
.0

0
%

３
．
長

時
間

労
働

の
是

正
・
週

労
働

6
0
時

間
以

上
労

働
者

7
.7

％
（

3
0
代

男
性

1
4
.7

％
）

・
8
0
時

間
超

の
特

別
延

長
時

間
を

設
定

す
る

3
6
協

定
締

結
事

業
場

4
.8

%
（
大

企
業

1
4
.6

%
)

・
時

間
外

労
働

が
必

要
な

理
由

「
顧

客
か

ら
の

不
規

則
な

要
望

に
対

応
す

る
必

要
が

あ
る

た
め

」
4
4
.5

％
（
最

多
）

④
法

改
正

に
よ
る
時

間
外

労
働

の
上

限
規

制
の

導
入

⑥
健

康
で
働

き
や

す
い
職

場
環

境
の

整
備

⑯
就

職
氷

河
期

世
代

や
若

者
の

活
躍

に
向
け
た
支

援
・
環

境
整

備
の

推
進

⑰
転
職
・再

就
職
者
の
採
用
機
会
拡
大
に
向
け
た
指
針
策
定
・

受
入
れ
企
業
支
援
と
職
業
能
力
・職

場
情
報
の
見
え
る
化

⑱
給

付
型

奨
学

金
の

創
設

な
ど
誰

に
で
も
チ
ャ
ン
ス
の

あ
る

教
育

環
境

の
整

備

⑩
治
療
と
仕
事
の
両
立

に
向
け
た
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
型

支
援

な
ど
の
推
進

⑪
子

育
て
・
介

護
と
仕

事
の

両
立

支
援

策
の

充
実

・
活

用
促

進

５
．
病

気
の

治
療

、
子

育
て
・
介

護
等

と
仕

事
の

両
立
、
障
害
者
就

労
の

推
進

・
が

ん
と

診
断

さ
れ

た
後

無
職

に
な

っ
た

2
9
%

・
妊

娠
・
出

産
等

で
、

仕
事

を
続

け
た

か
っ

た
が

、
育

児
と

の
両

立
の

難
し

さ
で

退
職

2
5
.2

%
・
介

護
休

業
取

得
者

が
い

た
事

業
所

1
.3

%
・
障

害
者

雇
用

義
務

の
あ

る
企

業
が

、
障

害
者

を
雇

用
し

て
い

な
い

割
合

約
3
割

⑫
障
害
者
等
の
希
望
や
能
力
を
活
か
し
た
就
労
支
援
の
推
進

⑦
雇

用
型

テ
レ
ワ
ー
ク
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
刷

新
と
導

入
支

援

４
．
柔
軟
な
働
き
方
が
し
や
す
い
環

境
整

備
・
ﾃ

ﾚ
ﾜ
ｰ

ｸ
を

導
入

し
て

い
な

い
企

業
8
3
.8

%
・
国

内
ｸ
ﾗ
ｳ
ﾄﾞ

ｿ
ｰ

ｼ
ﾝ

ｸ
ﾞ市

場
規

模
20

13
年

21
5億

円
→

20
14

年
40

8億
円

→
20

15
年

65
0億

円
・
副

業
を

認
め

て
い

な
い

企
業

8
5
.3

%

⑧
非

雇
用

型
テ
レ
ワ
ー
ク
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
刷

新
と
働

き
手

へ
の

支
援

⑨
副

業
・
兼

業
の

推
進

に
向

け
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策

定
や

モ
デ
ル
就
業
規
則
改

定
な
ど
の

環
境

整
備

⑲
継

続
雇

用
延

長
・
定

年
延

長
の

支
援

と
高

齢
者

の
マ
ッ
チ

ン
グ
支
援

⑬
外

国
人

材
受

入
れ

の
環

境
整

備

処 遇 の 改 善 （ 賃 金 な ど ） 制 約 の 克 服 （ 時 間 ・ 場 所 な ど ） キ ャ リ ア の 構 築

⑤
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル

制
度
導

入
に
向

け
た
環
境

整
備

⑮
パ
ー
ト
タ
イ
ム
女
性
が
就
業
調

整
を
意

識
し
な
い
環
境

整
備

や
正

社
員

女
性

の
復

職
な
ど
多

様
な
女

性
活

躍
の

推
進
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生産性向上国民運動推進協議会の主な出席者 

 

 

○ 第1回（5月24日）出席者 

安倍 晋三   内閣総理大臣  

加藤 勝信   働き方改革担当大臣  

榊原 定征   日本経済団体連合会会長  

神津 里季生  日本労働組合総連合会会長  

大村 功作   全国中小企業団体中央会会長  

 

 （プレゼン） 

林 南八    株式会社トヨタ自動車顧問  

奥窪 優文   キヤノン株式会社生産技術本部生産革新推進センター所長  

森川 進    全国飲食業生活衛生同業組合連合会会長  

佐藤 総一郎  日本惣菜協会会長  

齋藤 充弘   日本ボランタリーチェーン協会会長  

横山 清新   日本スーパーマーケット協会会長   他 

 

 

○ 第 2 回（6月 21 日）出席者 

  安倍 晋三   内閣総理大臣  

加藤 勝信   働き方改革担当大臣  

榊原 定征   日本経済団体連合会会長  

神津 里季生  日本労働組合総連合会会長  

大村 功作   全国中小企業団体中央会会長  

 

 （プレゼン） 

坂本 克己   全日本トラック協会副会長  

渡邉 和裕   日本旅館協会副会長  

磯 彰格    全国社会福祉法人経営者協議会会長  

三根 浩一郎  全国老人保健施設協会副会長     他 
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建設業・自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議 

構成員名簿 

 

 

○ 建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議構成員 

 

   議  長：内閣官房副長官                 野上 浩太郎  

議長代理：国土交通副大臣                末松 信介  

副 議 長：内閣官房副長官補               古谷 一之  

構 成 員：内閣府政策統括官（経済財政運営担当）     新原 浩朗  

公正取引委員会事務総局経済取引局取引部長   菅久 修一  

総務省自治行政局長             安田  充  

財務省主計局次長               可部  哲生  

文部科学省大臣官房文教施設企画部長          山下  治  

厚生労働省大臣官房総括審議官                宮川  晃  

厚生労働省労働基準局長                      山越  敬一  

農林水産省大臣官房総括審議官                山口  英彰  

経済産業省大臣官房技術総括審議官            谷  明人  

国土交通省大臣官房長                        吉田  光市  

国土交通省大臣官房技術審議官                五道  仁実  

国土交通省大臣官房官庁営繕部長              川元  茂  

国土交通省土地・建設産業局長                谷脇  暁  

防衛省大臣官房施設監                        小柳  真樹 

 

 

○ 自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議構成員 

 

   議  長：内閣官房副長官                野上 浩太郎 

議長代理：国土交通副大臣                末松  信介 

副 議 長：内閣官房副長官補                            古谷  一之 

構 成 員：内閣府政策統括官（経済財政運営担当）        新原  浩朗 

警察庁交通局長                              井上  剛志 

財務省大臣官房総括審議官                    太田  充 

厚生労働省労働基準局長                      山越  敬一 

農林水産省食料産業局長                      井上  宏司 

経済産業省大臣官房商務流通保安審議官        住田  孝之 

国土交通省自動車局長                        藤井  直樹 

環境省地球環境局長                          鎌形  浩史 
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